
平成２０年度 県人権施策の概要

１ 推進体制の整備

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

長野県人権政策審議会

総合的な人権政策を推進するため、県の人権政策

の重要事項について調査審議を行う。

・委員 10 名

人権･男女共同参

画課

２ 人権課題に対する対応

（１）人権問題全般

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

みんなですすめる人権

尊重プログラム支援事

業

県民から様々な人権問題に関する事業プログラム

を募集し、参加者が積極的に参加・体験でき、人権

尊重意識を高める効果の高い優れたプログラムに対

して補助する。

・補助率 ２／３以内

人権・男女共同参

画課

研修・講演会開催事業

県民の人権問題に対する正しい理解と認識を深め

るため、研修・講演会等を開催する。

・人権フェスティバル

・企業人権教育推進大会

・地域別講演会

・地域人権啓発活性化事業

人権・男女共同参

画課

広報啓発活動事業

県民の人権問題に対する正しい理解と認識を深め

るため、様々な媒体を活用した広報や啓発資料の作

成等を行う。

・ポスターの作成・掲出（列車及びバス車内掲出）

・インターネットプライムディスプレイ広告

・人権相談窓口紹介リーフレットの作成・配布

人権・男女共同参

画課

人権・共生のまちづく

り事業

県内における人権・共生のまちづくり事業を推進

するため、地域の人権課題に対応した市町村の取組

を支援する。

・補助対象 市町村

・補 助 率 １／２以内（一部３／４以内）

人権・男女共同参

画課

人権啓発センター

人権問題に対する資料展示等を行い、広く県民に

人権問題に関する情報提供等を通じて、人権啓発の

推進を図る。

・人権啓発推進員３名

・出前講座

・啓発ビデオ・パネルの貸出等

人権・男女共同参

画課
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（２）女性に関する問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

男女共同参画推進事業

・男女共同参画審議会の運営、推進指導委員による

苦情処理

・地域自治組織における男女共同参画実態調査

・男女共同参画フェスティバル、地域フォーラムの

開催

人権・男女共同参

画課

啓発普及事業
・男女共同参画地域づくり講座の開催

・出前講座、市町村の条例・計画策定支援

人権・男女共同参

画課

男女共同参画センター

管理運営事業

男女共同参画社会づくりの拠点施設として、研修、

情報提供、相談事業等の実施
人権・男女共同参

画課

児童虐待・DV24 時間ホ

ットラインの設置

児童虐待及び DV 被害に関する通告、相談に 24 時

間・365 日電話で対応する。

こども・家庭福祉

課

家庭福祉相談事業
地方事務所の女性相談員による女性の生活全般に

わたる諸問題の相談と指導助言等の実施

こども・家庭福祉

課

女性保護事業

女性相談センターによるDVをはじめとする女性の

各般にわたる諸問題の相談、指導助言及び必要な保

護・支援の実施

こども・家庭福祉

課

農業リーダー育成事業

・女性農業者講座、農村女性活動支援研修会

・農村女性きらめきコンクール

・農村女性フェスティバル

・農村生活マイスター育成

農村振興課

性犯罪被害者に対する

相談・支援事業（犯罪

被害者支援事業の一部）

女性被害犯罪ダイヤル 110 番の設置による相談・

指導・助言等 県警本部

（３）子どもに関する問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

児童虐待・DV24 時間ホ

ットラインの設置

（再掲）

児童虐待及び DV 被害に関する通告、相談に 24 時

間・365 日電話で対応する。
こども・家庭福祉

課

児童相談所の運営

児童相談所による児童虐待をはじめとする子ども

の各般にわたる諸問題の相談、指導助言及び必要な

保護・支援の実施

こども・家庭福祉

課

｢こどもの権利｣支援事

業

いじめ等の相談に対応する「こどもの権利支援セ

ンター」の運営等により、学校等における子どもの

支援体制の構築を図る。

教学指導課心の支

援室

チャイルドライン支援

事業

子ども自身の問題解決能力を高めるため、子ども

のありのままの声を暖かく寄り添って電話で聞き、

一緒に考える「チャイルドライン」を運営・推進す

る市民団体に対する助成

生活文化課



（４）高齢者に関する問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

認知症高齢者対策･高

齢者虐待防止県民運動

推進事業

・県下４広域におけるシンポジウム等の開催

・啓発パンフレットの作成 長寿福祉課

（５）障害者に関する問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

障害者(児)福祉啓発推

進事業

障害者週間における啓発資料（リーフレット）の

作成 障害福祉課

障害者相談支援事業

障害のある方が地域で安心して生活できるよう、

生活や就業、療育を支援する圏域ごとの相談支援セ

ンターを充実します。

障害者自立支援課

精神障害者退院支援事

業

精神科病院に入院する長期入院者等の退院を支援

します。
障害者自立支援課

（６）同和問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

人権啓発センター

（再掲）

人権問題に対する資料展示等を行い、広く県民に

人権問題に関する情報提供等を通じて、人権啓発の

推進を図る。

・人権啓発推進員３名

・出前講座

・啓発ビデオ・パネルの貸出等

人権・男女共同参

画課

同和福祉資金貸付事業

県社会福祉協議会が実施する同和地区福祉資金貸

付事業の貸付原資の貸付

（新規貸付は H13 で終了）

人権・男女共同参

画課

同和地域農業経営資金

利子補給事業

同和地域内の農業者への営農に関する資金に対す

る利子補給及び県農業信用基金協会に対する保証料

の交付（新規貸付は H16 で終了）

農村振興課

同和地域農地等取得資

金利子補給等事業

同和地域内の農業者への農地等の取得資金に関す

る資金に対する利子補給及び県農業信用基金協会に

対する保証料の交付（新規貸付は H16 で終了）

農村振興課

（７）外国籍の方々に関する問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

多文化共生くらしの

サポーター設置事業

外国籍県民等のための母国語による相談窓口の設

置

人権・男女共同参

画課

地域共生コミュニケー

ター活動支援事業

行政と外国籍県民等とのパイプ役としての「地域

共生コミュニケーター」を委嘱

人権・男女共同参

画課



（８）HIV感染者・ハンセン病患者等に関する問題
事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

エイズに関する正しい

知識の普及啓発事業

・エイズ出前講座

・啓発カード・リーフレットの作成・配布

・エイズ予防ウィーク（６月）及び世界エイズデー

(12 月)における重点的な啓発活動

健康づくり支援課

ハンセン病問題啓発事

業

県ハンセン病問題検証会議の検証結果を踏まえた

啓発活動の実施

・入所者との懇談会の開催

・療養所訪問ふれあい交流事業

・啓発リーフレットの作成

人権・男女共同参

画課

（９）刑を終えて出所した人に関する問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

人権啓発センター

（再掲）

人権問題に対する資料展示等を行い、広く県民に

人権問題に関する情報提供等を通じて、人権啓発の

推進を図る。

・人権啓発推進員３名

・出前講座

・啓発ビデオ・パネルの貸出等

人権・男女共同参

画課

（10）アイヌの方々に関する問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

人権啓発センター

（再掲）

人権問題に対する資料展示等を行い、広く県民に

人権問題に関する情報提供等を通じて、人権啓発の

推進を図る。

・人権啓発推進員３名

・出前講座

・啓発ビデオ・パネルの貸出等

人権・男女共同参

画課

（11）様々な人権に関する問題

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

・民間支援団体への援助

・支援体制の整備

（カウンセリング体制整備、相談員の育成等）

・資器材の整備

県警本部

犯罪被害者支援事業

・ホームページ、リーフレット等、多様な媒体を活

用した犯罪被害者等に対する情報提供、県民理解

の増進のための広報・啓発など

人権・男女共同参

画課

中国帰国者定着自立促

進事業

・中国帰国者愛心使者事業

・中国帰国者地域生活支援事業

・中国帰国者援護事業

地域福祉課

人身取引被害者支援事

業

人身取引被害者を保護し、被害者が安全に本国に

帰国できるよう関係機関と連携した支援の実施

こども・家庭福祉

課



３ あらゆる場を通じた人権教育の推進

（１）学校等における人権教育

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

人権教育振興事業
・啓発用ポスター、作文等の募集

・人権教育だよりの発行

教学指導課心の支

援室

（２）地域社会・家庭における人権教育

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

社会人権教育推進事業
社会人権教育リーダー研修会等 教学指導課心の支

援室

人権教育促進事業
市町村における学習講座や交流活動に対する補助 教学指導課心の支

援室

（３）企業における人権教育

事 業 名 等 事 業 概 要 担当部署

労働教育事業
・人権啓発講座の開催（年 4回）

・地区労働フォーラムの開催（年 12 回）
労働雇用課

企業人権教育促進
「人権つうしん」の発行（年 2回） 教学指導課心の支

援室

企業人権教育推進大会

（再掲）

企業における人権教育の一層の推進を図ることを

目的とした講演会の開催（年 1回）

人権・男女共同参

画課

（４）人権に関わりの深い職業に従事する者に対する人権教育

対象者 事 業 概 要 担当部署

○ 県職員の課程別研修における人権教育の研修 人事課

○ 県職場における男女共同参画推進員の設置 人権・男女共同参

画課
公務員

○ 地域別講演会（再掲）

県職員、市町村職員等を対象とした講演会等の開催

（県内 10箇所）

人権・男女共同参

画課

教職員

○ 学校人権教育振興事業（再掲）

・小・中学校の管理職を対象した研修会

・幼・小・中・高・特別支援学校の教職員を対象した研修会

教学指導課心の支

援室

警察職員 ○ 警察職員に対する人権に関する教養 県警本部

○ 看護教員養成講習会

看護師等養成所の看護教員を養成する講習会
医療政策課

○ 医療従事者エイズ研修会

医療従事者を対象としたエイズに関する研修会
健康づくり支援課

○ 福祉人材確保対策事業

民生委員・児童委員に対する研修
地域福祉課

医 療・

保 健・

福 祉

関係職員

○ 保育士研修事業

保育所等児童福祉施設職員に対する研修

こども・家庭福祉

課

消防職員
○ 消防職員の教育訓練

初任科教育における人権尊重の研修
消防課


